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独立行政法人 日本学術振興会における研究開発評価について 

 

 

 日本学術振興会では、人文・社会科学から自然科学まで全ての分野にわたり、基礎から応用ま

でのあらゆる学術研究を格段に発展させることを目的とする科学研究費補助金の大部分につい

て審査等を行っている。 

 本稿においては、科学研究費補助金の審査等について概説する。 

 

 

１ 日本学術振興会の概要 

 

１－１ 概要 

 日本学術振興会は、学術研究の助成、研究者の養成のための資金の支給、学術に関する国際交

流の促進、学術の応用に関する研究等を行うことにより、学術の振興を図ることを目的としてい

る。 

 

１－２ 沿革  

昭和 ７年（1932 年） 財団法人日本学術振興会設立 

昭和４２年（1967 年） 日本学術振興会法の公布に伴い、特殊法人となる 

平成１５年（2003 年） 独立行政法人日本学術振興会設立 

 

１－３ 職員数・予算 

○ 職員数 

 平成１８年９月１日現在、職員数は９９人である。 

 

○ 財政規模 

 平成１８年度予算の規模は以下のとおり。 

運営費交付金 科学研究費補助金 研究拠点形成費等補助金 寄付金等 合計 

294 億円 1,079 億円 2 億円 4億円 1,379 億円

※この他に、関連業務（日本学術振興会が審査・評価を行い、文部科学省が直接交付を行う

科学研究費補助金、研究拠点形成費等補助金）として 678 億円が計上されている。 
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１－４ 組織図 
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２ 評価推進体制 

 

２－１ 評価事務局の体制 

 科学研究費補助金の審査等業務を行う部局として、研究事業部に研究助成課及び研究評価課が

置かれている。 

 

２－２ 評価事務局の役割 

 評価事務局では、科学研究費補助金の審査等スケジュールの調整、審査委員・評価者との連絡

調整、審査等に関する規程の作成、審査等結果の取りまとめ等を行っている。 

 

２－３ 評価事務局と研究開発マネジメント担当部署との連携体制 

 日本学術振興会では科学研究費補助金の審査等業務を行っているが、研究開発等を行う部署は

置かれていないため、研究開発マネジメント担当部署に相当する組織は置かれていない。 

 

 

３ 代表的又は特徴的な評価 

 

３－１ 名称 

 科学研究費補助金の審査等 

 

３－２ 趣旨 

 科学研究費補助金は、我が国の学術の振興に寄与するため、人文・社会科学から自然科学まで

あらゆる分野における優れた独創的・先駆的な研究を格段に発展させることを目的としており、

日本学術振興会では、この科学研究費補助金について公正で透明性の高い審査等を実施している。 

 

３－３ 評価実施に関する委員会 

 科学研究費委員会において審査等が行われている。科学研究費補助金の各種目についての審査

等については、委員会の下に置かれる部会又は小委員会において調査審議されており、議決権に

ついても原則部会又は小委員会に権限が委譲されている。（委員会規程は、別添参照） 

 

３－４ 評価者（レビューア）の選定基準 

審査委員（約 5000 人）を選考するための選考会を設置している。具体的には、学術システム研

究センターが作成した審査委員の候補者案を基に選考を行っている。 

選考にあたっては、①若手研究者の積極的登用、②相当数の女性研究者の選考、③公私立大学、

独立行政法人及び民間企業等の研究者の選考などに配慮している。 
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３－５ 実施時期 

 審査等の実施時期については以下のとおり。 

１．審査 ・・・・・ 応募書類の受理後、速やかに行う。 

２．中間評価 ・・・ 研究期間の３年度目に行う。 

３．事後評価 ・・・ 研究期間終了年度の翌年度に行う。 

※ 中間評価及び事後評価については、基盤研究（Ｓ）及び学術創成研究費の研究課

題について実施されている。 

 

３－６ 評価方法・評価項目 

 科学研究費委員会において、評価方法・評価項目等について定めた「科学研究費補助金（基盤

研究等）における審査及び評価に関する規程」を定め、この規程に基づき審査等を行っている。

（規程は、http://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/01_seido/03_shinsa/data/00_kitei.pdf を参

照） 

 

３－７ 評価結果の公表 

 不採択者（約 68,000 人）に書面審査結果を開示している。 

 学術創成研究費の審査においては、不採択者に対して、不採択理由を付して通知している。 

 また、中間評価・事後評価については、評価結果がまとまり次第、研究代表者に通知するとと

もに、ホームページにて公表している。 

 

 

４ 評価結果の取扱い 

 

 日本学術振興会では、研究計画・研究成果の学術的価値について審査等を行っている。競争的

資金配分機関として、審査結果は配分額の査定に反映させている。 

 また、中間・事後評価においても、以後の研究費の増額・減額、研究中止を行うことができる。 

 

 

５ 特記事項 

 

５－１ 審査委員候補者データベース 

 科学研究費補助金の審査においては、ピア・レビューによる審査を経て、採択課題を決定して

いる。この審査は、日本学術振興会からの委嘱を受けた審査委員が行っている。 

 審査委員の選考においては、学術システム研究センターが候補者案を作成し、候補者案に基づ

き、審査委員の選考会において審議を行い、決定している。この候補者案の作成において、審査

委員候補者データベースに登録された研究者のデータが活用されている。 

 審査委員候補者データベースには、以下の研究者を登録しており、毎年、その充実を図ってい
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るところである。（平成１８年７月現在、約４万件のデータが登録されている。） 

（１）  科学研究費補助金のうち、特別推進研究、基盤研究、若手研究(Ａ)及び学術創成研究

費の研究代表者、並びに特定領域研究の領域代表者のうち、審査委員候補者として登録

のあった者 

（２）  学協会から審査委員候補者として情報提供のあった者 

（３）  学術システム研究センターが特に必要と認めた者 

 

５－２ 文部科学省研究開発評価推進検討会委員からのコメント 

 平成１９年１月２２日に現地調査を実施し、日本学術振興会における評価活動を確認した。 

現地調査には、研究開発評価推進検討会の委員である佐藤雅裕氏（科学技術振興機構社会技術

研究開発センター運営室調査役（前職：研究推進部研究第一課長））、富澤宏之氏（科学技術政策

研究所科学技術基盤調査研究室長）及び永田潤子氏（大阪市立大学大学院創造都市研究科助教授）

に同席いただき、意見交換を行った。後日、各委員から、以下のコメントが寄せられた。 

 

区   分 コ  メ  ン  ト 

(1) 研究開発の企画立

案（PLAN）への評価の

活用について 

○ 学術システム研究センターにおいて、評価システムの確立や質の向

上の取り組みを実施している。 

○ 主に研究者個人レベルの極めて多数の研究者に対しファンディング

を行っており、そのための審査に多大な労力を費やしている。そのた

め、研究開発の企画立案への活用という点では、通常の意味での“評

価”と同列で語ることができない面がある。むしろ、研究者からの応

募→審査→採択→審査結果のフィードバック→研究の実施、というプ

ロセスが、個別の研究者のレベルでの PDCA サイクルのなかで重要な要

素となっており、日本学術振興会のみでの PDCA サイクルは限られたも

のにならざるを得ないと考えられる。 

評価の推進体制に

ついて 

○ 科学研究費補助金（日本学術振興会が資金配分業務を担う種目）に

おいては、研究助成課、研究評価課が審査及び評価の事務局として機

能し、審査部会や分野毎の小委員会を組織して審査を実施している。

また、評価（日本学術振興会が資金配分業務を担う種目の中では「学

術創成研究費」「基盤研究（Ｓ）」のみ）についても、評価部会、小委

員会を組織して中間・事後評価を実施している。 

○ 学術システム研究センターの主任研究員・専門研究員（ＰＯに相当）

は審査・評価に直接関与はしないが、審査委員・評価者の選定及び審

査・評価の場に同席することで審査・評価の適正な実施を観察する役

割を担っている。加えて審査・評価システムの改善提案を行い、実際

に審査基準の改訂も行われている。 

○ 多数の外部審査員が中心的な役割を果たしており、比較的少人数の

内部スタッフがマネジメントを行っている。 

 

代表的な又は特徴

的な研究開発等事

例に対する評価に

ついて 

○ 「学術創成研究費」「基盤研究」「萌芽研究」「若手研究（Ａ・Ｂ）」

についての説明があった。「学術創成研究費」については、文部科学省

が資金配分機能を持つ「特別推進研究」「特定領域研究」に準じて、き

め細かい審査・評価を実施している。それ以外の種目については、膨

大な応募件数に対して日本学術振興会の事務局機能の対応可能な範囲

での審査・評価が行われている。 

○ 「学術創成研究費」の審査・評価は、ヒアリングや現地調査を行う

など、きめ細かい審査・評価を行っているが、評価者や事務局の負担

が大きいと考えられる。一方、膨大な件数を対象にする科学研究費補
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助金（特に「基盤研究」）の審査・評価では、このようなきめ細かい方

法は不可能と考えられ、別のアプローチが行われている。 

 

評価結果の取り扱

いについて 

○ 「学術創成研究費」については、審査の結果、不採択者には不採択

理由を付して結果を通知しているが、それ以外の種目については、第

一段審査結果（細目（分野）におけるおおよその順位、各評定要素に

係る審査委員の素点（平均点））を不採択者のうち希望する者に通知し

ている。ただし、不採択者からの問い合わせに関しては対応が困難な

ため、「受け付けない」ということを明示している。 

また、中間・事後評価を行う種目については、評価結果を本人に通

知すると共に、日本学術振興会のホームページ上で公開している。 

○ 科学研究費補助金の審査における不採択理由の開示の程度・方法に

ついて、今後、検討していくことも研究の質の向上から必要であると

思われる。 

(2) 評価により研究開

発の進展に大きな影

響があった事例につ

いて 

○ 組織や業務の性格上、通常の意味の評価による研究開発への大きな

影響の事例は見られないようである。しかし、科学研究費補助金の審

査結果の開示は以前に比べて進んでおり、これが日本の学術研究の質

的向上に果たした影響は大きい可能性はある。 

(3) 評価システム改革

のための方策につい

て 

○ 評価システムの改革については、①文部科学省との連携によるもの、

②日本学術振興会が独自で行うもの、がある。特に科学研究費補助金

の大きな方針等については、文部科学省の科学技術・学術審議会の研

究費部会において議論し、決定がなされる（①）。日本学術振興会が資

金配分機能を担っている種目の審査及び評価に関する規程等は、日本

学術振興会の科学研究費委員会で議論し、決定している（②）。また、

評価システムの改善に関して、学術システム研究センターが重要な役

割を担っており、例えば、分科細目表の改訂案を学術システム研究セ

ンターが作成している。 

○ 評価活動のアンケートでは、審査・評価のピア・レビューの質の確

保に関連して、レビューアーの養成や（レビューアーに適した人材の）

データベース整備が主に必要とされ、次いで、評価マネジメント人材

（ＰＯ相当）の養成や評価マニュアル作成が必要との回答であり、外

部の審査委員・評価者を中心とした評価体制を反映する結果であった。

○ 学術システム研究センターを設置し、科学研究費補助金の審査結果

の分析を開始したとのことであるが、これは審査の質を高める上で極

めて重要と考えられる。その成果は、不適切な審査（委員）の排除な

ど、既にいくつかの改善に結びついており、今後に期待できる。 

(4) その他（研究開発評

価について、特に気に

なる点や問題） 

○ 中間・事後評価を実施しない種目に関しては、次の申請の審査を行

う際に評価している、との説明であった。研究計画調書においては、「こ

れまでに受けた研究費とその成果等」「研究計画最終年度前年度の応募

を行う場合の記入事項」が主に該当すると思われる。 

○ 科学研究費補助金の応募件数が膨大である割に、内部スタッフの人

数が不足していると考えられる。 

＜その他のコメント＞ 

○ 科学研究費補助金という「研究者の自由な発想に基づく学術研究」の推進のための競争的資金

の運用において、「研究者の意思を反映するシステム」があることは重要に思われた。具体的には、

科学研究費委員会、部会、小委員会の審査委員や学術システム研究センターの主任研究員・専門

研究員等の意見を科学研究費補助金の改善に反映することは既に実施されている。また、科学研

究費補助金の配分方式が、当該研究種目における当該専門分野の応募件数・応募研究経費により

決定されることも、研究者の意思を反映するシステムとして理解できる。科学研究費補助金にお

けるＰＤＣＡサイクルを日本学術振興会と研究者集団との間のサイクルと考えた場合には、個別

の研究課題の審査・評価もさることながら、審査・評価を通じて「研究者の自由な発想」のニー

ズを捉え、「研究者の意思」として取り上げる必要のあるものを検討し、科学研究費補助金の審査・

評価の改善に生かす、ということが考えられるのではないかと感じた。学術システム研究センタ

ーのミッションとして掲げられている「学術振興方策に関する調査・研究」「学術研究動向に関す
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る調査・研究」という部分において、このような機能が果たせるのではないかと感じた。 

 

○ 日本学術振興会は科学研究費補助金の大部分の審査・評価を実施している機関であるので、培

われる審査・評価のノウハウを蓄積し、積極的に公開していくことも、日本の研究の質を高めて

いくことに繋がっていく。また、審査委員・評価者のモチベーション向上や確保にも結びついて

いくことになるのではないか。 

 

○ 膨大な業務を限られた人数で処理している。独立行政法人の運営と言う観点からは、効率的で

あり望ましいことと言えるかもしれないが、日本の研究システムのなかで果たしている重要な役

割を考慮すると、このような体制は必ずしも望ましいものではないと考えられ、今後は、行政ト

ップレベルや国民に対する理解を求める努力も必要になるのではないかと感じた。 

ただし、限られた人員をはじめとする制約はあるものの、不適切な審査の排除や審査結果の開

示など、わずかな改善でも効果があると考えられ、今後の更なる工夫に期待したい。 
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別添 

 

独立行政法人日本学術振興会科学研究費委員会規程（抄） 

       

平成１５年１０月７日規程第１９号  

（一部改正 平成１８年５月１２日規程第１１号） 

 

（目的） 

第１条 この規程は、独立行政法人日本学術振興会科学研究費補助金（基盤研究等）取扱要領（平成

１５年規程第１７号）（以下「取扱要領」という。）第８条第２項の規定及び独立行政法人日本学

術振興会科学研究費補助金（萌芽研究等）審査・評価等業務規程（平成１５年規程第１８号）（以

下「業務規程」という。）第４条第２項に基づき、科学研究費委員会（以下「委員会」という。）

の組織及びその運営について定めることを目的とする。 

 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、独立行政法人日本学術振興会理事長（以下「理事長」という。）の諮問に応じ、

次に掲げる事項を調査審議する。 

一 取扱要領第３条第１項に規定する科学研究費補助金（基盤研究等）及び業務規程第２条に規定

する科学研究費補助金（萌芽研究等）（以下「補助金」という。）の配分に関する事項 

二 補助金による研究の促進に関する事項 

三 補助金による研究の評価に関する事項 

四 その他理事長が必要と認める事項 

 

（組織） 

第３条 委員会は、委員２０人以内で組織する。 

２ 専門の事項を調査審議するため必要があるときは、委員会に専門委員を置くことができる。 

 

（委員及び専門委員） 

第４条 委員は、学識経験のある者のうちから、理事長が委嘱する。 

２ 専門委員は、当該専門の事項に関し学識経験のある者のうちから、理事長が委嘱する。 

 

（委員の任期等） 

第５条 委員の任期は、１年とし、その欠員が生じた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

２ 委員は、再任することができる。ただし、その場合の任期は、通算６年までとする。 

３ 専門委員は、当該専門の事項の調査審議が終わったときは、退任するものとする。 

４ 委員及び専門委員は、非常勤とする。 

 

（守秘等） 

第６条 委員及び専門委員は、補助金の審査に関する秘密を他に漏らしてはならない。 

２ 理事長は、委員又は専門委員が前項の規定に違反した場合、その他委員又は専門委員たるに適し

ないと認めるときは、当該委員又は専門委員の委嘱を解くことができる。 

 

（委員長等） 

第７条 委員会に、委員長及び副委員長各１人を置き、理事長が指名する。 

２ 委員長は、委員会の会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務

を行う。 

 

（部会） 

第８条 委員会に、調査審議を分担させるため、次の部会を置く。 

一 審査第一部会 

二 審査第二部会 
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三 審査第三部会 

四 奨励研究部会 

五 成果公開部会 

六 学術創成部会 

七 基盤研究（Ｓ）評価部会 

２ 部会に分属すべき委員及び専門委員は、委員長が指名する。 

３ 委員長が特に委員会の議決を経る必要があると認めた場合を除き、部会の議決をもって委員会の

議決とする。 

 

（部会長等） 

第９条 各部会に部会長及び副部会長各１人を置く。 

２ 部会長は、当該部会に属する委員の中から委員長が指名する。 

３ 部会長は、部会の会務を掌理する。 

４ 副部会長は、当該部会に属する委員及び専門委員の中から委員長が指名する。 

５ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは、その職務

を行う。 

 

（小委員会） 

第１０条 審査第一部会、審査第二部会、審査第三部会、成果公開部会、学術創成部会及び基盤研究

（Ｓ）評価部会に、当該部会が担当する調査審議を専門分野ごとに分担させるため、小委員会を置く。 

２ 各小委員会への委員及び専門委員の分属は、委員長の指名による。 

３ 部会長が特に運営小委員会の議決を経る必要があると認めた場合を除き、小委員会の議決をもっ

て第１２条に定める当該運営小委員会の議決とする。 

 

（小委員会の幹事） 

第１１条 前条の小委員会に、幹事各１人を置く。 

２ 幹事は、当該小委員会に属する委員及び専門委員の中から委員長が指名する。 

３ 幹事は、小委員会の議長となり、議事を整理する。 

 

（運営小委員会） 

第１２条 審査第一部会、審査第二部会、審査第三部会及び成果公開部会に、次の事項を調査審議す

るため、運営小委員会を置く。 

一 小委員会の補助金の配分に関する調査審議の方針に関すること 

二 その他当該部会の運営に関すること 

三 補助金の配分に関する各小委員会の調査審議の結果の調整及びその他必要な事項の調査審議に

関すること 

２ 運営小委員会は、次に掲げる者をもって組織する。 

一 当該部会の部会長及び副部会長 

二 当該部会に置かれる小委員会の各幹事 

三 当該部会に属する委員 

３ 前項の規定に定めるもののほか、委員長が特に必要があると認めた場合には、運営小委員会に、

当該部会に属する専門委員の中から委員長が指名する者を加えることができる。 

４ 部会長は運営小委員会の議長となり、議事を整理する。 

５ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは、その職務

を行う。 

６ 運営小委員会の議決は、当該部会の議決とする。 

 

（議事） 

第１３条 委員会は、委員の過半数が出席しなければ、議事を開き、議決をすることができない。 

２ 委員会の議事は出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、委員長の決するところ

による。 

３ 前２項の規定は、部会、小委員会及び運営小委員会の議事に準用する。この場合において、これ

らの規定中「委員」とあるのは、「委員及び専門委員」と読み替え、「委員長」とあるのは、次の
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各の区別に従って読み替えるものとする。 

一 部会及び運営小委員会の議事については、「部会長」 

二 小委員会の議事については、「幹事」 

 

（意見の聴取） 

第１４条 委員会、部会、小委員会及び運営小委員会において必要と認める場合には、委員及び専門

委員以外の学識経験のある者に意見を求めることができる。 

 

（雑則） 

第１５条この規程に定めるもののほか、運営に関し必要な事項は、委員会が定める。 

 

附則 

１ この規程は、平成１５年１０月７日から施行し、平成１５年１０月１日から適用する。 

２ 第５条第１項の規定にかかわらず、この規程の施行後最初に委嘱される委員の任期は平成１６年

９月３０日までとする。 
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